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(57)【要約】
【課題】鉄系成形体を熱処理する際に鉄系成形体の整列
状態を安定して維持することができる鉄系成形体の熱処
理方法を提供する。
【解決手段】鉄系粉末を含む原料粉末を圧縮成形した鉄
系圧粉体又は前記鉄系圧粉体を焼結した鉄系焼結体であ
る鉄系成形体の熱処理方法であって、前記鉄系成形体を
磁化する磁化工程と、磁化した前記鉄系成形体を並べ、
複数の前記鉄系成形体を所定の状態に整列させる整列工
程と、複数の前記鉄系成形体を整列させた状態で熱処理
する熱処理工程と、を備える鉄系成形体の熱処理方法。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鉄系粉末を含む原料粉末を圧縮成形した鉄系圧粉体又は前記鉄系圧粉体を焼結した鉄系
焼結体である鉄系成形体の熱処理方法であって、
　前記鉄系成形体を磁化する磁化工程と、
　磁化した前記鉄系成形体を並べ、複数の前記鉄系成形体を所定の状態に整列させる整列
工程と、
　複数の前記鉄系成形体を整列させた状態で熱処理する熱処理工程と、を備える鉄系成形
体の熱処理方法。
【請求項２】
　前記熱処理工程において、前記鉄系成形体をＡ２点以上の温度に加熱する請求項１に記
載の鉄系成形体の熱処理方法。
【請求項３】
　前記磁化工程において、前記鉄系成形体の残留磁束密度が０．３Ｔ以上になるように磁
化する請求項１又は請求項２に記載の鉄系成形体の熱処理方法。
【請求項４】
　前記磁化工程において、前記鉄系成形体に３９７８．９Ａ／ｍ以上の磁界を印加する請
求項１から請求項３のいずれか１項に記載の鉄系成形体の熱処理方法。
【請求項５】
　前記鉄系成形体が前記鉄系圧粉体である場合、
　前記整列工程において、磁化した前記鉄系圧粉体を積み重ねて整列させ、
　前記熱処理工程において、複数の前記鉄系圧粉体を積み重ねた状態で焼結する請求項１
から請求項４のいずれか１項に記載の鉄系成形体の熱処理方法。
【請求項６】
　前記鉄系成形体が前記鉄系焼結体である場合、
　前記整列工程において、磁化した前記鉄系焼結体を磁性材からなる整列治具に吸着させ
て、複数の前記鉄系焼結体を間隔をあけて整列させ、
　前記熱処理工程において、複数の前記鉄系焼結体を間隔をあけた状態で焼入れする請求
項１から請求項４のいずれか１項に記載の鉄系成形体の熱処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鉄系成形体の熱処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　鉄粉などの鉄系粉末を成形して焼結した鉄系焼結体が、自動車や産業機械などの各種部
品に利用されている。一般に、鉄系焼結体は、鉄系粉末を含有する原料粉末を圧縮成形し
て鉄系圧粉体を作製し、これを焼結することで製造されている。また、焼結後にサイジン
グや機械加工した後、焼入れなどの熱処理することがある。
【０００３】
　従来、鉄系圧粉体を焼結したり、鉄系焼結体を焼入れなどの熱処理する場合、鉄系圧粉
体又は鉄系焼結体（以下、まとめて「鉄系成形体」ということがある）を複数並べて整列
させ、その状態を維持したまま、一括して熱処理することが知られている。例えば、特許
文献１には、成形体の表面（端面）に接着剤を塗布して複数の成形体を積み重ねて成形体
同士を接着させた状態で、焼結炉に搬送して焼結することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１６－８９２５４号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　鉄系成形体を熱処理する際、複数の鉄系成形体を整列させた状態で熱処理することが望
まれる。特許文献１に開示されているように、複数の成形体を積み重ねた状態で焼結する
方法を採用した場合、生産効率の点で有利である。しかしながら、この場合、複数の成形
体を積み重ねる段積み時や成形体を積み重ねた状態で熱処理炉内に搬入する際に、振動な
どにより、積み重ねた成形体の姿勢が変わったり、積み重ねた状態が崩れたりすることが
ある。このような成形体の姿勢ずれや荷崩れが起きると、焼結時に変形したり、欠けや割
れなどの損傷が生じることがある。一般に、熱処理炉内では振動が起こり難く、成形体が
炉内に入ってしまえば、振動は少なくなる。
【０００６】
　特許文献１では、接着剤により成形体同士を接着して、荷崩れなどが起きないようにす
ることを提案しているが、接着剤を使用する場合、接着剤を塗布する量や位置を適切に管
理する必要がある。例えば、接着剤の塗布量が少な過ぎると、十分な接着力が得られなか
ったり、接着剤の塗布量が多過ぎる或いは塗布位置がずれると、接着剤がはみ出したり垂
れたりすることがある。特に、積み重ねた成形体同士の接触面が小さい場合は、接着剤の
塗布量が少なく、接着剤の塗布位置もずれ易いため、接着剤で成形体同士を十分に接着さ
せることが難しく、段積み時や搬送中に積み重ねた状態を維持することが困難になる。
【０００７】
　本開示は、鉄系成形体を熱処理する際に鉄系成形体の整列状態を安定して維持すること
ができる鉄系成形体の熱処理方法を提供することを目的の一つとする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本開示の鉄系成形体の熱処理方法は、
　鉄系粉末を含む原料粉末を圧縮成形した鉄系圧粉体又は前記鉄系圧粉体を焼結した鉄系
焼結体である鉄系成形体の熱処理方法であって、
　前記鉄系成形体を磁化する磁化工程と、
　磁化した前記鉄系成形体を並べ、複数の前記鉄系成形体を所定の状態に整列させる整列
工程と、
　複数の前記鉄系成形体を整列させた状態で熱処理する熱処理工程と、を備える。
【発明の効果】
【０００９】
　上記鉄系成形体の熱処理方法は、鉄系成形体を熱処理する際に鉄系成形体の整列状態を
安定して維持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】鉄系成形体の一例を示す概略斜視図である。
【図２】実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法における磁化工程の一例を説明する概略
図である。
【図３】実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法における整列工程において、複数の鉄系
圧粉体を積み重ねた状態の一例を示す概略側面図である。
【図４】実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法の整列工程において、複数の鉄系焼結体
を間隔をあけて整列治具に整列させた状態の一例を示す概略側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　［本発明の実施形態の説明］
　最初に本発明の実施態様を列記して説明する。
【００１２】
　（１）本発明の実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法は、
　鉄系粉末を含む原料粉末を圧縮成形した鉄系圧粉体又は前記鉄系圧粉体を焼結した鉄系
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焼結体である鉄系成形体の熱処理方法であって、
　前記鉄系成形体を磁化する磁化工程と、
　磁化した前記鉄系成形体を並べ、複数の前記鉄系成形体を所定の状態に整列させる整列
工程と、
　複数の前記鉄系成形体を整列させた状態で熱処理する熱処理工程と、を備える。
【００１３】
　上記鉄系成形体の熱処理方法によれば、鉄系成形体を磁化して整列させることで、磁化
した鉄系成形体の磁力により鉄系成形体の整列状態を安定して維持することができる。そ
のため、複数の鉄系成形体を整列させた状態で熱処理する際、その整列状態を維持したま
ま熱処理することが可能である。したがって、上記鉄系成形体の熱処理方法は、鉄系成形
体を熱処理する際に鉄系成形体の整列状態を安定して維持することができる。
【００１４】
　上記鉄系成形体の熱処理方法では、従来のように接着剤により成形体同士を接着しない
ため、接着剤の塗布作業を省略できる。
【００１５】
　（２）上記鉄系成形体の熱処理方法の一態様として、前記熱処理工程において、前記鉄
系成形体をＡ２点以上の温度に加熱することが挙げられる。
【００１６】
　磁化した鉄系成形体をＡ２点（キューリー点）以上の温度に加熱することで、磁化を失
い、熱処理後の磁化による影響を排除できる。一般に、鉄系圧粉体を焼結したり、鉄系焼
結体を焼入れする場合の熱処理温度はＡ２点以上である（鉄のＡ２点：約７７０℃）。例
えば、鉄系圧粉体の焼結温度は１１００℃以上、鉄系焼結体の焼入れ温度は８００℃以上
である。
【００１７】
　（３）上記鉄系成形体の熱処理方法の一態様として、前記磁化工程において、前記鉄系
成形体の残留磁束密度が０．３Ｔ以上になるように磁化することが挙げられる。
【００１８】
　鉄系成形体の残留磁束密度が０．３Ｔ以上になるように磁化することで、磁化した鉄系
成形体の磁力が強く、鉄系成形体の整列状態をより安定して維持することができる。鉄系
成形体の残留磁束密度が０．３Ｔ以上の場合、鉄系成形体の形状やサイズ、鉄系成形体同
士の対向面積などにもよるが、鉄系成形体間に数十ｇから最大で１ｋｇ弱の磁力を作用さ
せることが可能である。鉄系成形体の残留磁束密度が大きいほど、磁力が強くなる傾向が
あり、鉄系成形体の整列状態を安定して維持する効果が得られ易い。残留磁束密度の上限
は、特に限定されないが、例えば０．８Ｔ以下である。鉄系成形体が純鉄のような軟磁性
材である場合、磁化しても０．８Ｔ超の残留磁束密度とすることは難しい。
【００１９】
　（４）上記鉄系成形体の熱処理方法の一態様として、前記磁化工程において、前記鉄系
成形体に３９７８．９Ａ／ｍ以上の磁界を印加することが挙げられる。
【００２０】
　鉄系成形体に磁界を印加することで、鉄系成形体を磁化することができる。鉄系成形体
に印加する磁界の強さを３９７８．９Ａ／ｍ（５０Ｏｅ（１Ｏｅ＝７９．５７８Ａ／ｍ）
）以上、更に好ましくは７９５７．８Ａ／ｍ（１００Ｏｅ）以上とすることで、鉄系成形
体が飽和磁束密度に達して、鉄系成形体を十分に磁化することができる。
【００２１】
　（５）上記鉄系成形体の熱処理方法の一態様として、前記鉄系成形体が前記鉄系圧粉体
である場合、前記整列工程において、磁化した前記鉄系圧粉体を積み重ねて整列させ、前
記熱処理工程において、複数の前記鉄系圧粉体を積み重ねた状態で焼結することが挙げら
れる。
【００２２】
　上記態様では、複数の鉄系圧粉体を積み重ねて整列させ、その状態で焼結する。磁化し
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た鉄系圧粉体を積み重ねることで、積み重ねた鉄系圧粉体同士を磁力により吸着させて、
鉄系圧粉体の積み重ねた状態を安定して維持することができる。よって、複数の鉄系圧粉
体を積み重ねた状態で焼結する際、その状態を維持したまま焼結することが可能である。
【００２３】
　積み重ねた上下の鉄系圧粉体のうち、少なくとも一方が磁化していればよく、磁化した
鉄系圧粉体と磁化していない鉄系圧粉体とを交互に積み重ねてもよい。このようにしても
、磁化した一方の鉄系圧粉体の磁力により鉄系圧粉体同士を吸着させることができる。積
み重ねる鉄系圧粉体を全て磁化した鉄系圧粉体とする場合は、積み重ねたときに鉄系圧粉
体の対向する面同士が異極になるように磁化する。この場合、鉄系圧粉体同士が互いに吸
引し合うため、一方のみが磁化している場合に比べて、鉄系圧粉体同士の磁気吸着力が強
くなる。よって、鉄系圧粉体の積み重ねた状態をより安定して維持することができる。
【００２４】
　（６）上記鉄系成形体の熱処理方法の一態様として、前記鉄系成形体が前記鉄系焼結体
である場合、前記整列工程において、磁化した前記鉄系焼結体を磁性材からなる整列治具
に吸着させて、複数の前記鉄系焼結体を間隔をあけて整列させ、前記熱処理工程において
、複数の前記鉄系焼結体を間隔をあけた状態で焼入れすることが挙げられる。
【００２５】
　上記態様では、複数の鉄系焼結体を間隔をあけて整列治具に整列させ、その状態で焼入
れする。例えば、中心に貫通孔が形成された環状の鉄系焼結体の場合、水平方向に配置し
た棒状の整列治具に鉄系焼結体の貫通孔を挿通させ、整列治具に複数の鉄系焼結体を吊り
下げて整列させることが挙げられる。焼入れする際、隣り合う鉄系焼結体同士が近接して
いたり、接触していると、鉄系焼結体を均一に冷却できなかったり、接触部分が急冷され
ずにマルテンサイト変態し難いなど、焼入れが不完全になる虞がある。そのため、焼入れ
した鉄系焼結体が変形したり、鉄系焼結体の組織が不均一になり易い。磁化した鉄系焼結
体を磁性材からなる整列治具に整列させることで、鉄系焼結体を磁力により整列治具に吸
着させて、複数の鉄系焼結体を間隔をあけた状態で安定して保持することができる。よっ
て、複数の鉄系焼結体を間隔をあけた状態で焼入れする際、その状態を維持したまま焼入
れすることが可能である。ここで、「磁性材」とは、強磁性体の性質を有する材料のこと
であり、例えば、鉄又は鉄合金（例、鋳鉄）などの鉄系材料が挙げられる。
【００２６】
　隣り合う鉄系焼結体の対向する面同士が同極になるように配置すると、鉄系焼結体同士
が互いに反発し合うため、近接したり接触したりすることを回避でき、鉄系焼結体同士の
間隔をより維持し易い。
【００２７】
　［本発明の実施形態の詳細］
　本発明の実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法の具体例を、以下に図面を参照しつつ
説明する。図中の同一符号は同一名称物を示す。本発明はこれらの例示に限定されるもの
ではなく、特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内で
のすべての変更が含まれることが意図される。
【００２８】
　＜鉄系成形体の熱処理方法＞
　実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法は、鉄系成形体（鉄系圧粉体又は鉄系焼結体）
を熱処理する方法であり、下記の工程を備える。
　１．磁化工程：鉄系成形体を磁化する。
　２．整列工程：複数の鉄系成形体を所定の状態に整列させる。
　３．熱処理工程：複数の鉄系成形体を整列させた状態で熱処理する。
　実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法の特徴の１つは、磁化した鉄系成形体を整列さ
せ、複数の鉄系焼結体を整列させた状態で熱処理する点にある。以下、実施形態の鉄系成
形体の熱処理方法について詳しく説明する。
【００２９】
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　（鉄系成形体）
　鉄系成形体は、鉄系圧粉体又は鉄系焼結体である。鉄系圧粉体は、鉄系粉末を含む原料
粉末を圧縮成形したものである。例えば、型孔が形成されたダイと、ダイの上下に対向配
置される上パンチ及び下パンチとを備える金型を用いて、ダイの型孔に原料粉末を充填し
、プレス機により上下からパンチで原料粉末を圧縮して成形することが挙げられる。圧縮
成形する際の面圧は、例えば６００ＭＰａ以上、更に１０００ＭＰａ以上とすることが挙
げられる。面圧の上限は、特に限定されないが、例えば１２００ＭＰａ以下とすることが
挙げられる。
【００３０】
　鉄系焼結体は、鉄系圧粉体を焼結したものであり、例えば１１００℃以上１４００℃以
下の温度で焼結することが挙げられる。鉄系焼結体には、焼結後にサイジングや機械加工
した後、硬さなどの性質を調整するために焼入れなどの熱処理を行うことがある。
【００３１】
　原料粉末に用いる鉄系粉末は、鉄系圧粉体（鉄系焼結体）を構成する主たる材料であり
、鉄又は鉄を主成分とする鉄合金の粉末である。ここで、「主成分とする」とは、構成成
分として、当該元素を５０質量％超、好ましくは８０質量％以上、更に９０質量％以上含
有することを意味する。鉄合金としては、Ｃｕ，Ｎｉ，Ｓｎ，Ｃｒ，Ｍｏ及びＣから選択
される少なくとも１種の合金化元素を含有することが挙げられる。上記合金化元素のうち
、Ｃｕ，Ｎｉ，Ｓｎ，Ｃｒ及びＭｏの含有量は、合計で０．５質量％以上６．０質量％以
下、更に１．０質量％以上３．０質量％以下とすることが挙げられる。Ｃの含有量は、０
．２質量％以上２．０質量％以下、更に０．４質量％以上１．０質量％以下とすることが
挙げられる。鉄系粉末として純鉄粉を用い、上記合金化元素の粉末（合金化粉末）を添加
してもよい。この場合、後工程で鉄系圧粉体を焼結することによって、鉄が合金化元素と
反応して合金化される。
【００３２】
　合金化元素の含有量は、製品となる鉄系焼結体の用途や仕様に応じて所定の組成になる
ように適宜設定される。組成の一例としては、Ｃｕ：２．０質量％、Ｃ：０．８質量％含
有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物が挙げられる。
【００３３】
　鉄系粉末の平均粒子径は、例えば２０μｍ以上、更に５０μｍ以上１５０μｍ以下とす
ることが挙げられる。鉄系粉末の平均粒子径を上記範囲内とすることで、取り扱い易く、
圧縮成形し易い。鉄系粉末の平均粒子径は、鉄系粉末を構成する粒子の平均粒径のことで
あり、レーザ回折式粒度分布測定装置により測定した体積粒度分布における累積体積が５
０％となる粒径（Ｄ５０）とする。
【００３４】
　鉄系成形体の形状は、例えば、板状、環状、柱状、筒状など、製品の用途に応じた形状
である。鉄系成形体の形状の一例を図１に示す。図１に示す鉄系成形体１は、スプロケッ
トに用いられ、中心に貫通孔１０が形成された円環状で、外周面にギア歯が形成されてい
る。鉄系成形体の相対密度は、例えば８５％以上、更に９０％以上とすることが挙げられ
る。ここでいう「相対密度」は、真密度に対する実際の密度（［実測密度／真密度］の百
分率）のことを意味する。真密度は、鉄系成形体を構成する鉄系粉末の密度とする。
【００３５】
　（磁化工程）
　磁化工程は、鉄系成形体を磁化する工程である。鉄系成形体の磁化は、図２に示すよう
に、コイルを備える磁化器２を用いて、鉄系成形体１に磁界を印加することが挙げられる
。図２に示す例では、鉄系成形体１の上下方向（厚さ方向）に磁束が貫くように磁界を印
加して、鉄系成形体１を磁化している。この場合、鉄系成形体１の上面及び下面の両端面
が互いに異極になるように磁化される。
【００３６】
　磁化工程では、鉄系成形体の残留磁束密度が０．３Ｔ以上、更に０．５Ｔ以上になるよ



(7) JP 2019-151902 A 2019.9.12

10

20

30

40

50

うに磁化することが挙げられる。鉄系成形体の残留磁束密度を０．３Ｔ以上とすることで
、磁化した鉄系成形体の磁力が強くなる。残留磁束密度の上限は、特に限定されないが、
例えば０．８Ｔ以下である。
【００３７】
　鉄系成形体に印加する磁界は、鉄系成形体が磁化した状態（残留磁束密度を有する状態
）にできればよく、例えば３９７８．９Ａ／ｍ（５０Ｏｅ）以上、更に７９５７．８Ａ／
ｍ（１００Ｏｅ）以上とすることが挙げられる。鉄系成形体に３９７８．９Ａ／ｍ（５０
Ｏｅ）以上の強さの磁界を印加することで、鉄系成形体を十分に磁化することができ、磁
化した鉄系成形体の磁力を強めることができる。具体的には、鉄系成形体の残留磁束密度
を０．３Ｔ以上、更に０．５Ｔ以上とすることができる。印加する磁界を強くするほど、
鉄系成形体の残留磁束密度が増加するが、ある程度以上の磁界を印加しても、鉄系成形体
は軟磁性体であるため、飽和磁束密度に達して、残留磁束密度がそれ以上大きくならない
。
【００３８】
　（整列工程）
　整列工程は、磁化した鉄系成形体を並べ、複数の鉄系成形体を所定の状態に整列させる
工程である。鉄系成形体の整列状態としては、後述する次工程の熱処理工程において、鉄
系圧粉体を焼結する場合であれば、磁化した鉄系圧粉体を積み重ねて整列させることが挙
げられる。また、鉄系焼結体を焼入れする場合であれば、磁化した鉄系焼結体を磁性材か
らなる整列治具に吸着させて、複数の鉄系焼結体を間隔をあけて整列させることが挙げら
れる。鉄系成形体を積み重ねて段積みする場合、積み重ねる段数は、鉄系成形体の形状や
サイズにもよるが、例えば２段以上１０段以下、更に６段以下とすることが挙げられる。
【００３９】
　磁化した鉄系圧粉体を積み重ねることで、積み重ねた鉄系圧粉体同士を磁力により吸着
させて、鉄系圧粉体の積み重ねた状態を安定して維持することができる。そのため、段積
み時や熱処理工程への搬送中に、振動などに起因する鉄系圧粉体の姿勢ずれや荷崩れを抑
制できる。複数の鉄系圧粉体を積み重ねて整列させるときは、図３に示すように、鉄系圧
粉体１Ｇを上下方向（厚さ方向）に同じ向き（姿勢）で積み重ねることが挙げられる。こ
の場合、鉄系圧粉体１Ｇを積み重ねたときに、上下の鉄系圧粉体１Ｇの対向する端面同士
が異極になるように磁化しているため、鉄系圧粉体１Ｇ同士が磁力によって互いに吸引し
合い、磁気吸着力が強くなる。よって、積み重ねた状態をより安定して維持することがで
きる。
【００４０】
　図３に示す例では、積み重ねる鉄系圧粉体１Ｇを全て磁化したものとしているが、上下
の鉄系圧粉体１Ｇのうち、少なくとも一方が磁化していればよく、磁化した鉄系圧粉体と
磁化していない鉄系圧粉体とを交互に積み重ねてもよい。このような場合であっても、磁
化した一方の鉄系圧粉体の磁力により鉄系圧粉体同士を吸着させることができる。
【００４１】
　複数の鉄系焼結体を間隔をあけて整列させる場合は、磁性材からなる整列治具を用いる
。磁化した鉄系焼結体を磁性材からなる整列治具に整列させることで、鉄系焼結体を磁力
により整列治具に吸着させて、複数の鉄系焼結体を間隔をあけた状態で安定して保持する
ことができる。そのため、整列治具への整列時や熱処理工程への搬送中に、振動などに起
因する鉄系焼結体の位置ずれを抑制できる。複数の鉄系焼結体を間隔をあけて整列治具に
整列させるときは、図４に示すように、水平方向に配置した棒状の整列治具３に鉄系焼結
体１Ｓの貫通孔１０を挿通させ、整列治具３に複数の鉄系焼結体１Ｓを吊り下げて整列さ
せることが挙げられる。整列治具３は、例えば鋳鉄で形成されている。
【００４２】
　図４に示す例では、鉄系焼結体１Ｓを同じ向きに揃えて整列治具３に配置しているが、
隣り合う鉄系焼結体１Ｓの対向する端面同士が同極になるように鉄系焼結体１Ｓの向きを
交互に変えて配置してもよい。この場合、鉄系焼結体同士が互いに反発し合うため、近接
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したり接触したりすることを回避でき、鉄系焼結体同士の間隔をより維持し易くなる。
【００４３】
　（熱処理工程）
　熱処理工程は、複数の鉄系成形体を整列させた状態で熱処理する工程である。熱処理と
しては、例えば、鉄系圧粉体を焼結したり、鉄系焼結体を焼入れすることが挙げられる。
本実施形態では、鉄系成形体を磁化して整列させており、磁化した鉄系成形体の磁力によ
り鉄系成形体の整列状態を安定して維持することができるため、その整列状態を維持した
まま熱処理することが可能である。具体的には、鉄系圧粉体を焼結する場合、複数の鉄系
圧粉体を積み重ねた状態（図３参照）で焼結し、鉄系焼結体を焼入れする場合、複数の鉄
系焼結体を間隔をあけて整列治具に整列させた状態（図４参照）で焼入れする。
【００４４】
　熱処理工程では、鉄系成形体をＡ２点（キューリー点）以上の温度に加熱することが挙
げられる。熱処理温度をＡ２点以上とすることで、磁化した鉄系成形体の磁化が消失し、
熱処理後の磁化による影響を排除できる。鉄系成形体の熱処理温度としては、鉄系圧粉体
を焼結する場合であれば、焼結温度は、例えば１１００℃以上１４００℃以下、更に１２
００℃以上１３００℃以下とすることが挙げられる。また、鉄系焼結体を焼入れする場合
であれば、焼入れ温度は、例えば８００℃以上１０００℃以下、更に８４０℃以上９００
℃以下とすることが挙げられる。
【００４５】
　｛作用効果｝
　上述した実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法は、鉄系成形体を磁化して整列させる
ことで、磁化した鉄系成形体の磁力により鉄系成形体の整列状態を安定して維持すること
ができる。そのため、複数の鉄系成形体を整列させた状態で熱処理する際、その整列状態
を維持したまま熱処理することが可能である。例えば、複数の鉄系圧粉体を積み重ねた状
態で焼結する際、その状態を維持したまま焼結することが可能である。或いは、複数の鉄
系焼結体を間隔をあけた状態で焼入れする際、その状態を維持したまま焼入れすることが
可能である。
【００４６】
　特に、鉄系成形体の残留磁束密度が０．３Ｔ以上になるように磁化した場合、磁化した
鉄系成形体の磁力が強くなるため、鉄系成形体の整列状態をより安定して維持することが
できる。鉄系成形体の整列状態を安定して維持するのに必要な磁力は、鉄系成形体の形状
やサイズ、鉄系成形体同士の対向面積などによって異なるため、鉄系成形体の最適な残留
磁束密度は個々に異なる。
【００４７】
　［本発明の実施形態の用途］
　本発明の実施形態に係る鉄系成形体の熱処理方法は、例えば、鉄系圧粉体の焼結や鉄系
焼結体の焼入れに利用可能である。
【００４８】
　［試験例１］
　鉄系圧粉体を複数用意し、鉄系圧粉体を磁化した場合と磁化していない場合とで、鉄系
圧粉体を積み重ねた状態で振動を与えたときの姿勢ずれや荷崩れの発生状況を評価した。
【００４９】
　（鉄系圧粉体の用意）
　市販の純鉄粉（平均粒子径（Ｄ５０）：１３０μｍ）に潤滑剤を添加した原料粉末を圧
縮成形して、鉄系圧粉体の試料を作製した。潤滑剤の添加量は原料粉末全体に対して０．
５質量％とした。作製した鉄系圧粉体の形状は、内径３５ｍｍ、外径６０ｍｍ、厚さ１５
ｍｍの円環状である。また、鉄系圧粉体の密度（実測密度）は６．９８ｇ／ｃｍ３で、相
対密度は８９％であった。
【００５０】
　（鉄系圧粉体の磁化）
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　用意した鉄系圧粉体にコイルを備える磁化器を用いて磁界を印加して、鉄系圧粉体の試
料を磁化した。印加する磁界の強さは、１５９１．６Ａ／ｍ（２０Ｏｅ）、３９７８．９
Ａ／ｍ（５０Ｏｅ）、７９５７．８Ａ／ｍ（１００Ｏｅ）とし、それぞれの磁界で磁化し
た各鉄系圧粉体を試料Ａ、Ｂ、Ｃとした。ここでは、鉄系圧粉体の上下方向（厚さ方向）
に磁束が貫くように磁界を印加した。また、磁化しなかった鉄系圧粉体を試料Ｄとした。
【００５１】
　（残留磁束密度の測定）
　上記の各磁界で磁化したときの鉄系圧粉体の残留磁束密度を測定した。残留磁束密度の
測定はＪＩＳ　Ｃ　２５５２：２０１４（無方向性電磁鋼帯）に準拠した。なお、ここで
は、測定用の試験片として内径２０ｍｍ、外径３０ｍｍ、厚さ５ｍｍの円環状の鉄系圧粉
体を用い、この試験片を各磁界で磁化したときの残留磁束密度を求めた。残留磁束密度は
、試験片にそれぞれの磁界を印加したときのヒステリシスカーブを測定し、磁界を印加し
た後に磁界がゼロになったときの磁束密度とした。測定用の試験片は、上述した鉄系圧粉
体の試料とサイズのみが異なり、材質や密度などは同じである。各磁界で磁化したときの
残留磁束密度を表１に示す。
【００５２】
　（整列状態の評価）
　磁化した鉄系圧粉体（試料Ａ～Ｃ）と磁化していない鉄系圧粉体（試料Ｄ）とをそれぞ
れ、接着剤を塗布せずに、上下方向（厚さ方向）に同じ向きで積み重ねて段積みした。そ
して、各鉄系圧粉体を６段積み重ねた状態で実際の製造ラインにおける搬送時の振動を与
え、鉄系圧粉体の姿勢ずれや荷崩れの有無を評価した。具体的には、積み重ねた各鉄系圧
粉体に対し、実際の製造ラインで搬送する試験を繰り返し行って、鉄系圧粉体の姿勢ずれ
や荷崩れが発生した割合（不具合発生割合）を調べた。その結果を表１に示す。
【００５３】
【表１】

【００５４】
　表１の結果から、鉄系圧粉体を磁化した試料Ａ～Ｃでは、磁化していない試料Ｄに比較
して、姿勢ずれや荷崩れといった不具合の発生を低減できており、積み重ねた状態を安定
して維持できることが分かる。特に、磁界の強さを３９７８．９Ａ／ｍ（５０Ｏｅ）以上
とした試料Ｂ、Ｃでは、磁化した鉄系圧粉体の残留磁束密度を０．３Ｔ以上とすることが
でき、不具合の発生を大幅に低減できている。試料Ａ～Ｃについて、鉄系圧粉体を積み重
ねた状態で焼結したところ、焼結後の状態では磁気を帯びていなかった。
【００５５】
　［試験例２］
　鉄系焼結体を複数用意し、鉄系焼結体を磁化した場合と磁化していない場合とで、鉄系
焼結体を整列治具に吊り下げた状態で振動を与えたときの位置ずれの発生状況を評価した
。
【００５６】
　（鉄系焼結体の用意）
　試験例１で作製した鉄系圧粉体を焼結して、鉄系焼結体の試料を作製した。
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　（鉄系焼結体の磁化）
　用意した鉄系焼結体にコイルを備える磁化器を用いて磁界を印加して、鉄系焼結体の試
料を磁化した。印加する磁界の強さは、３９７８．９Ａ／ｍ（５０Ｏｅ）とし、磁化した
鉄系焼結体を試料Ｅとした。ここでは、鉄系焼結体の上下方向（厚さ方向）に磁束が貫く
ように磁界を印加した。また、磁化しなかった鉄系焼結体を試料Ｆとした。
【００５８】
　（残留磁束密度の測定）
　上記の磁界で磁化したときの鉄系焼結体の残留磁束密度を測定した。残留磁束密度の測
定は、試験例１と同様に、ＪＩＳ　Ｃ　２５５２：２０１４（無方向性電磁鋼帯）に準拠
して行い、ここでは、測定用の試験片として内径２０ｍｍ、外径３０ｍｍ、厚さ５ｍｍの
円環状の鉄系焼結体を用いた。そして、この試験片に上記の磁界を印加してヒステリシス
カーブを測定し、試験片を磁化したときの残留磁束密度を求めた。測定用の試験片は、上
述した鉄系焼結体の試料とサイズのみが異なり、材質や密度などは同じである。その結果
、３９７８．９Ａ／ｍの磁界で磁化したときの鉄系焼結体の試験片の残留磁束密度は０．
５０Ｔであった。
【００５９】
　（整列状態の評価）
　磁化した鉄系焼結体（試料Ｅ）と磁化していない鉄系焼結体（試料Ｆ）とをそれぞれ、
棒状の整列治具に吊り下げて整列させた。具体的には、試料Ｅ及びＦの鉄系焼結体を１５
個ずつ用意して、各々の鉄系焼結体の貫通孔に整列治具を挿通させ、整列治具に鉄系焼結
体を５ｍｍ間隔で吊り下げて整列させた。整列治具は、鋳鉄製で直径１０ｍｍの棒状体で
あり、整列治具の有効長さは３０ｃｍである。また、試料Ｅでは、隣り合う鉄系焼結体の
対向する端面同士が同極になるように鉄系焼結体の向きを交互に変えて配置した。そして
、整列治具に鉄系焼結体を吊り下げた状態で実際の製造ラインにおける搬送時の振動を与
え、鉄系焼結体の位置ずれの有無を評価した。
【００６０】
　振動を与えた後、鉄系焼結体同士の接触の有無を調べた。その結果、鉄系焼結体を磁化
した試料Ｅでは、鉄系焼結体同士の接触がなかったのに対し、磁化していない試料Ｆでは
、鉄系焼結体同士の接触が２箇所あった。試料Ｅについて、鉄系焼結体を整列治具に吊り
下げた状態で焼入れしたところ、焼入れ後の状態では磁気を帯びていなかった。
【符号の説明】
【００６１】
　１　鉄系成形体
　１Ｇ　鉄系圧粉体
　１Ｓ　鉄系焼結体
　１０　貫通孔
　２　磁化器
　３　整列治具
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